
二幸守護岳  

平成20年5月20日  

次世代育成支援のための新たな制度体系の  

設計に向けた基本的考え方について   

社会保障審議会少子化対策特別部会におきましては、昨日  

5月19日の同特別部会における議論を踏まえて、「次世代  

育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考  

え方」をとりまとめましたので、お届けいたします。   



次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた  

基本的考え方 概要  
〔平成20年5月20日 社会保障審議会 少子化対策特別部会とりまとめ〕  

O「子どもと家族を応援する日本重点戦略」を受け、次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方をとりまとめたもの。  
○引き続き、税制改革の動向を踏まえつつ、以下の基本的考え方に基づき、具体的制度設計を速やかに進めていく必要がある。  

（必要な人が必要な時に利用できていない）。大きな潜在需要を抱えている。  子育て支援サービスは、   

限られた財源の中、「質」の確保と「量」の拡充のバランスを常に勘案し、「質lの確保された「量lの拡充を目指す必要。  
「量」の抜本的拡充のためには、多様な主体の多様なサービスが必要であり、参入の透明性・客観性と質の担保策が必要。  

佃寺・向上  

〈全体的事項〉  

・質の高いサービスによる子どもの最善の利益の保障が重要。質の向上に向けた取組の促進方策を検討すべき。  
《保育サービス》  

・役割の拡大に応じた保育の担い手の専門性の向上、脚 境の在り方の検討が必要。  

を考えるに際しては、認可保育所を基本としつつ、保育サービス全体の「質lの向上を考える必要。  保育サービスの「質」   

次世代育成支援は、「未来への投資」や「仕事と子育ての両立支援」の側面も有し、社会全体（国、地方公共団体、事業  

主、個人）の重層的負【担が求められる。  
給付サービスの鵬と「費用負圭引は連動すべきことを踏まえ、関係者の費用負担に踏み込んだ議論が必要。  
地方負担については、地域特性に応じた柔軟な取組を尊重しつつ、不適切な地域差が生じないような仕組みが必要。  
圭墓主負塵については、斬や「将来の労働力の育成」の側面、給付・サービスの目的等を考慮  

は重要な課題。低所得者に配慮しつつ、今後、具体的議論が必要。  
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5 保育サービスの提供の仕組みの検討  
・今日のニーズの変化lこ対応し、利用者の多様な選択を可能とするため、良好な子どもの育成環境と親の成長を支援する  

対人社会サービスとしての公的性格や特性も踏まえた新しい保育メカニズム（完全な市場メカニズムとは別個の考え方）圭   

基本に、新しい保育サービスの提供の仕組みを検討していくことが必要。  

については、より普遍的な両立支援、また全国どこでも必要なサービスが保障されるよう、客観的に  

サービスの必要性を判断する新たな基準等の検討が必要。  

の在り方についても、新しい保育メカニズムの考え方を踏まえ、利用者の選択を可能とする方向で検討。  

その際、必要度の高い子どもの利用の確保等、市町村等の適切な関与や、保護者の選択の判断材料として機能しうる  
情報公表や第三者評価の仕組み等の検討が併せて必要。また、地方公共団体が、地域の保育機能の維持向上や質の  
向上に適切に権限を発揮できる仕組みが必要。  

新しい仕組みを導入する場合には、保育サービスを選択できるだけの「量」の保障と財源確保が不可欠。  

幼稚園と保育園については、認定こども園の制度運用の検証等も踏まえた就学前保育・教育の在り方全般の検討が必要。  

6 すべての子育て家庭に対する支援等  
■新制度体系における対象サービスを考えるに際しては、仕事と子育ての両立支援のみならず、  ベての子   

対する支援も同時に重要。その量的拡充、質の維持・向上、財源の在り方を考えていくことが必要。  

7働協働  
者、榔 ・協働により、地域の力を引き出して支援を行うべき。  

・親を一方的なサービスの受け手とするのではなく、相互支援など積極的な親の参画を得る方策を探るべき。  

8 特別な支援を必要とする子どもや家庭に対する配慮  
・新制度体系の設計に当たっては、虐待を受けた子ども、社会的養護を必要とする子ども、障害児など  

とする子どもや家庭に対する配慮を包含することが必要。  9働  
・少子化の流れを変えるためには、子育て支援サービスの拡充と同時に、父親も母親も、ともに子育ての役割を果たしiる  

しが不可欠。仕事と子育てを両立できる環境に向けた制度的対応を含め検討すべき。  

サービスの利用者（将来の利用者含む）  、提供者、地方公共団体、事業主等、多くの関係者の  以上の基本的考え方を推進していくため、今後、  
意見を聴くとともに、国民的議論を喚起し、次世代育成支援に対する社会的資源の投入についての合意を速やかに得ていくことが必要である。  
その上で、投入される財源の規模に応じた進め方に留意しつつ、その具体的制度設計について、国民的な理解・合意を得ていく必要がある。   



次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた  

基本的考え方  

平成20年5月20日  

社会保障審議会  

少子化対策特別部会   

昨年末の「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（以下「重点戦略」という。）のとりまとめを  

受け、社会保障審議会少子化対策特別部会においては、本年3月より、6回に渡り、次世代  

育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた議論を行い、今後の具体的な制度体系設  

計の検討に向け、以下のとおり基本的考え方をとりまとめた。   

我が国の少子化の現状は猶予を許さないものであり、また、国民の高い関心もある。こうした  

ことを念頭に、経済財政諮問会議や地方分権改革推進委員会などから様々な指摘が出され  

ていることも踏まえながら、引き続き、税制改革の動向を踏まえつつ、必要な財源の手当を前  

提として、以下の基本的考え方に基づき、速やかに議論を進めていく必要がある。その際、社  

会保障国民会議においても関連する議論が行われており、連携を図りながら議論を進めていく  

必要がある。  

1基本認識  

（1）新制度体系が目手旨すもの  

（すべての子どもの健やかな育ちの支援）  

○ 次世代育成支援のための新たな制度体系（以下「新制度体系」という。）においては、  

「すべての子どもの健やかな育ちの支援」という考えを基本におくことが重要である。  

（結婚・出産・子育てに対する国民の希望の実現）  

○ 重点戦略で示されたとおり、我が国においては、結婚・出産・子育てに対する国民の希   

望と現実が大きく帝離している現状がある。この帝離を生み出している社会的要因を取り   

除くことを通じ、国民の希望する結婚一出産・子育てが実現できる社会としていくことが求め   

られている。  

（働き方の改革と子育て支援の社会的基盤の構築）  

○ また、人口減少下における持続的な経済発展の基盤としても、「若者や女性、高齢者の   

労働市場参加の実現」と「国民の希望する結婚や出産・子育ての実現」の二点を同時達   

成することが必要であり、就労と出産一子育ての二者択一構造を解決する必要がある。  

そのためには、「働き方の改革による仕事と生活の調和の実現」という考え方と、「親の   

仕事と子育ての両立や家庭における子育てを支援する社会的基盤の構築」という考え方   

の両面を基本におくことが必要である。  
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（未来への投資：）  

○ 新制度体系においては、次世代育成支援が、良好な育成環境の実現により、子どもの   

成長に大きな意義を有するとともに、社会問題の減少など長期的な社会的コストの低減も   

期待され、また、将来の我が国の担い手の育成の基礎となるものであり、「未来への投資」   

であるという視点を共有する必要がある。  

（2）新制度体系に求められる要素  

（包括性・体系性）  

○ 新制度体系においては、給付内容や費用負担がそれぞれの考え方に基づき行われて   

いる次世代育成支援に関する給付・サービス（※）を、広く包括的に捉えた上で、関係府   

省間において連携を図りつつ、体系的に整理していくことが必要である。   

※ 次世代育成支援に関する給付サービスについては、   

・現物給付として、保育・放課後児童クラブといった仕事と子育ての両立を支えるサ  

ービスの他、地域子育て支援拠点事業などの子育て支援サービス、妊婦健診t乳幼  

児健診等の母子保健サービス、児童虐待防止や社会的養護など   

・現金給付として、児童手当・育児休業給付など  

が含まれる。  

これらサービス・給付が、市町村や都道府県の連携等により、総合的に行われるこ  

とが必要。  

（普遍性）  

○ 新制度体系においては、地方公共団体の適切な関与の下で、誰もが、どこに住んでい   

ても、必要なサービスを選択し、利用できるようにすることが必要である。  

（連続性）  

○ 新制度体系においては、事業主の取組と地方公共団体の取組の連結や十分なサー   

ビス量の確保等を通じ、育児休業明けの保育所入所、就学後の放課後児童クラブの利   

用等、切れ目ない支援が行われるようにすることが必要である。  

（3）閻こ必要となる財源確保と社会全体lこよる重層的な負担   

○ 我が国の次世代育成支援に対する財政投入は、諸外国に比べ規模が小さい（※）。今   

後、サービス量の拡大を行っていくためには、一定規模の効果的財政投入が必要である。   

そのために、税制改革の動向を踏まえつつ検討を行い、必要な負担を次世代に先送り   

するようなことはあってはならない。   

※児童・家族関係社会支出の対GDP比を見ると、欧州諸国が2～3％であるのに対し、   

日本は1％未満となっている。また、日本の社会保障全体に占める児童・家族関係社会   

支出は4％に過ぎず、欧州諸国と比較しても、とりわけ人生前半期に対する社会支出が   

際だって低い。  
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○ 新制度体系において必要な費用の負担のあり方を考えるに際しては、次世代育成支   

援が、将来の我が国の担い手の育成を通じた社会経済の発展の礎（未来への投資）とい   

う側面を有することを踏まえ、社会全体（国、地方公共団体、事業主、個人）で重層的に   

支え合う仕組みが求められる。  

○ 今後、国民的議論を喚起し、次世代育成支援に対する社会全体での負担の合意を得   

る努力を行うことが必要である。  

2 サービスの量的拡大  

（1）l‾質」が確保された「量」の拡充  

○ 次世代育成支援に対する財政投入全体の規模の拡充が必要であるが、緊急性の高   

さや実施や普及に時間がかかることを考慮し、とりわけサービス（現物給付）の拡充に優   

先的に取り組む必要がある。  

○ 我が国の子育て支援サービスは、全般的に「量」が不十分であり、保育サービス、放課   

後児童クラブや、地域子育て支援拠点、一時預かり、社会的養護など、様々なサービス   

において、必要な人が必要な時に利用可能な状態にはなっていない。特に、保育サービ   

スや放課後児童クラブなど、仕事と子育ての両立を支えるサービスについては、サービス   

基盤の整備と、女性の就業希望の実現が相互に関連するため、大きな潜在需要を抱え   

ている。  

○ 保育サービス等については、「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において1   

0年後（2017年）の目標として掲げられたサービス量の実現に向け、「新待機児童ゼロ作   

戦」の展開等により、待機児童の多い地域への重点的取組とともに 

まりに応じた潜在需要にも対応し、スピード感を持って量的拡大をすることが必要である。  

○ その際には、限られた財源の中で、子どもの健やかな育成のために必要な「質」の確保   

と、「量」の拡充の必要性のバランスを常に勘案することが求められる。  

（2）l‾量」の拡充に向けた視点・留意点   

○ 保育サービス等の抜本的な「量」の拡充を実現するためには、認可保育所の拡充を基   

本としつつ、多様な主体が、働き方やニーズの多様化に対応した多様なサービスを提供   

する仕組みとしていくことが必要である。その際、多様な提供主体の参入に際しての透明   

性・客観性を高めるとともに、「質」の担保の方策を考えてい〈必要がある。  

○ また、従事者の中長期的な需給を見通しながら、その確保のための方策を検討してい   

く必要がある。その際には、仕事と生活め調和や働き甲斐、キャリアパスなど、人材の定   

着に向けた働き方や処遇のあり方についても、併せて検討する必要がある。  
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3 サービスの質の維持・向上  

（1）全体的事項  

○ 質の高い専門性のあるサービスを提供することで、子どもの最善の利益を保障し、子ど   

もの健やかな育ちを支援することが重要である。  

○ 保育サービス、放課後児童クラブ、その他各種子育て支援サービス、社会的養護など   

について、子の年齢、家庭の状況、サービス利用時間、サービスヘの親の関わり方、サ   

ービス提供方法などに応じたサービスの質の確保やその検証を行っていくことが重要で   

ある。  

○ 将来的に優れた人材確保を行っていくためには、保育士等の従事者の処遇のあり方は   

重要であり、サービスの質の向上に向けた取組が促進されるような方策を併せて検討す   

べきである。  

（2）保育サービス  

○ 子どもの健やかな成長に大きな影響を及ぼす保育サービスに関しては、担い手に相応   

の専門性が必要である。また、多様化する家族問題への対応、親に対する支援、障害   

をもつ子どもの受入れなど、保育サービスの担う役割が拡大しており、それに対応した専   

門性の向上も求められる。  

○ 保育所に期待されている役割の拡大に応じ、人格形成期のすべての子どもに対する   

適切な保育が確保されるよう、保育士や専門職等の職員配置や、子どもの生活空間等   

の保育環境の在り方を検討する必要がある。  

○ 保育環境等のあり方については、利用者の意見や地域性、地方公共団体やサtビス   

提供者の創意工夫の発揮に十分配慮しながら、その稚持・向上を図ることが必要であり、   

科学的・実証的な調査■研究により継続的な検証を行っていく仕組みを検討していく必   

要がある。  

○ 保育サービスの「質」を考えるに際しては、認可保育所を基本としつつ、その他の認可   

保育所以外の多様なサービスを視野に入れ、地域のすべての子どもの健やかな育ちを   

支援するため、保育サービス全体を念頭においた「質」の向上を考える必要がある。  

○ 保育サービスは、行政、サービス提供主体及び保護者が、連携・協力してサービスを   

改善していくという視点が重要である。  

4 財源・費用負担  

（1）社会全体による費用負担  
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○ 次世代育成支援は、「現在の子育て家庭に対する福祉」としての側面のみならず、将   

来の我が国の担い手の育成を通じた社会経済の発展の礎（未来への投資）という側面や、   

仕事と子育ての両立支援としての側面を有し、我が国の重要な政策課題である。新制度   

体系において必要な費用負担のあり方を考えるに際しては、次世代育成支援が、こうし   

た側面を有することを踏まえ、1（3）に示す基本認識の下、社会全体で重層的に支え合   

う仕組みが求められる。  

○ また、次世代育成支援に関する給付・サービスの目的や受益とそれらに対する糞用負  

担のあり方が連動すべきものであることを踏まえ、国・地方自治体・事業主・個人が、それ  

ぞれの役割に応じどのように費用を負担していくか、さらに踏み込んだ議論が必要である。  

（2）地方財政への配慮  

○ 保育所をはじめ子育て支援サービスの主たる実施主体である市町村の厳しい財政事   

情に配慮し、新制度体系への地方負担について財源の確保を図るなどにより、サービス   

水準を維持・向上させていくことを検討する必要がある。  

○ その際、地域特性に応じた柔軟な取組を最大限尊重しつつ、不適切な地域差が生じ   

ないような仕組みを考える必要がある。  

○ 公立保育所の一般財源化による影響を踏まえた議論が必要である。  

（3）事業主の費用負担   

○ 事業主の重用負担を考えるに際しては、次世代育成支援の現在の労働者の両立支   

援としての側面、将来の労働力の育成の基礎としての側面などを考慮するとともに、働き   

方と関連の深いサービスなど、個別の給付・サービスの目的・性格も考慮すべきである。  

（4）利用者負担  

○ 利用者負担について、給付費に対する負担水準をどうするか、その設定方法をどうす  

るか等は重要な課題であり、低所得層が安心して利用できるようにすることに配慮しつつ、  
今後、具体的な議論が必要である。  

（5）その他  

○ また、給付に対する社会全体（国・地方自治体・事業主・個人）の重層的負担、利用   

者負担に加え、多様な主体による寄付の促進方策についても検討すべきである。  

5 保育サービス提供の仕組みの検討  

（基本的考え方）  

○ 希望するすべての人が安心して子どもを育てながら働くことができるように、全国どこに   

おいてもー定水準の保育機能が確保され、かつその質の向上が図られるとともに、保育   

の機会がそれぞれの事情に応じて選択できることを基本に考える必要がある。  
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○ 保育サービス提供の仕組みについては、保育サービスを量的に拡大し、利用者の多   

様なニーズに応じた選択を可能としていくために、効率化を図っていく必要がある。   

併せて、保育サービスには、対人社会サービスとして、以下のような公的性格・特性が   

あり、これらを踏まえる必要がある。   

・良好な育成環境の保障という公的性格   

・情報の非対称性   

・質や成果の評価に困難が伴うこと   

・選択者（保護者）と最終利用者（子ども）が異なること   

・子育て中の親が親としての役割を果たすための支援など保育サービス提供者と  

保護者の関係は単なる経済的取引で捉えきれない相互性を有すること  

○ 従って、今日のニーズに対応し、利用者の多様な選択を可能とするため、保育サービ   

ス提供の仕組みについては、こうした対人社会サービスとしての公的性格や特性も踏ま   

えた新しい保育メカニズム（完全な市場メカニズムとは別個の考え方に基づく。）を基本に、   

新しい仕組みを検討していくことが考えられる。  

（保育サービスの必要性の判断基準）  

○ 保育サービスの必要性については、現状では、各市町村が条例に基づき「保育に欠け   

る」旨の判断を行っているが、より普遍的に仕事と子育ての両立を支援する観点から、ま   

た、全国どこでも必要な保育サービスが保障されるよう、客観的にサービスの必要性を   

各地域で適切に判断できる新たな基準を導入するなど、保育サービスの利用要件のあり   

方を検討する必要がある。  

（利用方式のあり方）  

○ 保護者とサービス提供者の契約など利用方式のあり方についても、新しい保育メカニズ   

ムの考え方を踏まえつつ、利用者の多様なニーズに応じた選択を可能とする方向で、保   

育をめぐる需給バランスの改善とも並行して、さらに検討していく必要がある。  

○ その際、保護者は基本的に子どものために選択を行うと期待されるが、保護者と子ども   

の利益が一致しない場合に子どもの利益を配慮すること、保育支援の必要度が高い子ど   

もの利用が損なわれないこと、サービス提供者による不適切な選別がなされないこと等、   

保育サービスの提供の責任を有する市町村等が適切に関与する仕組みや、保護者が   

情報を適切に入手、理解できるような支援、選択に際しての判断材料として機能しうる情   

報公表や第三者評価の仕組み等を併せて検討することが必要である。  

○ また、これらの新しい仕組みを導入する場合には、新たな基準により保育サービスの必   

要性が認められた保護者が、それぞれの事情に応じて保育サービスを選択できるだけの  

「量」が保障されること、また、それを裏付ける財源の確保がなされることが不可欠であ   

る。  
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（地域特性への配慮）  

○ さらに、保育サービスが、基本的に利用する保護者の生活圏で提供され、地域との関   

わりが密接であることにかんがみ、地方公共団体が、 

の向上に適切に権限を発揮できる仕組みが必要である。  

○ また、待機児童がいる都市部と、過疎化が進み厳しい財政状況の中でやっと保育機   

能を維持している地域とでは、問題の質や、取り組むべき内容が異なることに留意した対   

応が必要である。とりわけ、少子化が進行している過疎地域においては、地域の保育機   

能や子育て支援機能の維持向上が図られるように、実情に合わせた柔軟かつ質を担保   

した適切な支援を行う必要がある。  

（幼保連携）  

○ 幼稚園と保育所については、現行の幼稚園による預かり保育の実施状況や、認定こども   

園の制度運用の検証も踏まえ、関係府省間において連携を図りながら、就学前保育・教   

育施策のあり方全般に関する検討が必要である。  

6 すべての子育て家庭に対する支援等  

○ 新制度体系における対象サービスを考えるに際しては、保育サービス等の仕事と子育   

ての両立に関わるもののみならず、妊婦健診、一時預かり、地域子育て支援拠点事業、   

生後4ケ月までの全戸訪問事業等、すべての子育て家庭に対する支援も同時に重要であ   

り、その量的拡充、質の維持・向上、財源のあり方を考えていく必要がある。  

○ 子どもが病気になったときにできる限り保護者が仕事を休める働き方の見直しが必要で   

あるが、病児・病後児保育については、現状では、箇所数が限られており、誰もがどこに住   

んでいても必要な暗に利用できる実情にはないため、就業継続に関して非常に重要な意   

義を有していることにかんがみ、保護者、事業主等の理解・協力の下、その拡充が必要で   

ある。  

○ 認定こども園や、放課後子どもプラン等についても、地域に実情に応じた事業の取組の   

実態を踏まえ、関係府省や地方公共団体とも連携して、保護者や子ども本位のサービス   

を行えるよう、柔軟な支援を行っていくことが重要である。  

○ 親の成長の支援の必要性等も踏まえ、地域の様々な次世代育成支援の取組を把握し、   

親の子育てを支援するコーディネーター的役割を果たす体制についても検討すべきであ   

る。  

○ 育児休業の取得促進には育児休業給付が重要であるなど、現金給付に 

が必要である。  
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7 多様な主体の参画・協働  

○ 利用者の視点に立った制度の見直し、運用改善を継続的に行い、制度の弾力性、持   

続可能性を図っていく仕組みを検討すべきである。  

○ 新制度体系に基づく次世代育成支援は、保護者、祖父母、高齢者をはじめとする地域   

住民、NPO、企業など、多様な主体の参画・協働により、地域の力を引き出して行ってい   

くべきである。  

○ サービスの担い手としては、依然として行政や社会福祉協議会などの半公的な主体が   

大半を占めているものもあり、新規参入のNPO等が参入しづらい現状がある。今後、多様   

な主体の参画に向けた検討がなされるべきである。  

○ 地方公共団体における施策の決定過程やサービスの現場等においても、親を一方的な   

サービスの受け手としてではなく、相互支援や、サービスの質の向上に関する取組などに   

積極的に参画を得る方策を探るべきである。  

8 特別な支援を必要とする子どもや家庭に対する配慮  

○ 新制度体系の設計に当たっては、虐待を受けた子どもや社会的養護を必要とする子ど   

も、障害児など特別な支援を要する子どもや家庭に対する配慮を包含することが必要で   

ある。  

○ 社会的養護を必要とする子どもたちが、家庭的環境や地域社会とのつながりの中で生   

活ができるよう、サービスの小規模化や地域化が必要とされる。また、新制度体系下にお   

ける子育て支援サービスと社会的養護との連結に配慮した仕組みとすることが必要であ   

る。  

○ 新制度体系におけるサービスを考えるに際しては、障害を有する子どもやその保護者が   

地域の中で共に生活ができるよう、それらの親子が利用しやすいものとする配慮が必要と   

される。  

9 働き方の見直しの必要性・・・仕事と生活の調和の実現  

○ 少子化の流れを変えるためには、子育て支援に関する社会的基盤の拡充だけではなく、   

働き方の見直しによる「仕事と生活の調和」の実現を車の両輪として進めていくことが必要   

である。  

○ その際、仕事と生活の調和の実現と子育て支援に関する社会的基盤の拡充の両者が   

相互補完的な役割を有することを踏まえることが重要である。特に、0歳児保育、延長保  
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育や病児・病後児保育など、働き方の見直しが不十分であるが故に、本来的なニーズ以  

上に必要とされているものもあり、サービスの拡充と同時に、父親も母親も家庭における子  

育ての役割を果たしうるような働き方の見直しが不可欠である。また、仕事と生活の調和  

の実現に取り組む企業に対する支援についても検討していくべきである。  

○ このため、昨年末に策定された「仕事と生活の調和（ワーク・ライフリマランス）憲章」及び  

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」に基づき、仕事と生活の調和の実現に向け   

た取組を進めるとともに、仕事と子育てを両立できる環境整備に向けた制度的対応を含   

めた検討を進めるべきである。  

○ また、出産・子育て期の女性が、長時間の正社員か、短時間の非正規かといった働き   

方の二極化を余儀なくされないようにしていくためにも、育児期の短時間勤務等の個人の   

置かれた状況に応じた多様で柔軟な働き方を選択できるようにするとともに、公正な処遇   

を確保することが重要である。  

○ 地方公共団体が見直し予定の後期行動計画等においても、働き方の見直しに関する   

検討を深め、実効性ある計画にすることが求められる。  

終わりに   

当部会の次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた基本的考え方は以上で  

ある。こうした基本的考え方を推進していくために、今後、サービスの利用者（子育て当事者を  

はじめとして、広く将来の利用者も含む）、提供者、地方公共団体、事業主など多くの関係者の  

意見を聞くとともに、国民的な議論を喚起し、次世代育成支援に対する社会的資源の投入に  

ついての合意を速やかに得ていくことが必要である。   

その上で、投入される財源の規模に応じた進め方に留意しつつ、その具体的制度設計につ  

いて、国民的な理解・合意を得ていく必要がある。  
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次世代育成支援に関係する制度の現状  

・麺、  （麺）G転垂直：）  

登特記ないものは平成柑年度   

琴績  

産前6週、産後8週  
子どもが満1歳まで（保育所に入所できない  

場合等は最大1歳半まで）取得  
育児休業  

通院のための休暇、通勤緩和、時  短時間勤務、フレッウスタイム、始業▲就業時間の繰上lず・繰下げ、所定外労働の免除、託  

〔二二翠可釈喫草埠翠王事買取率革耳狸宣誓軍ニミラフ埠頭壱車重〕垂頭重ウニニニニ三．  
（放課後子どもプラン）   

保 育  

放課後児童  
認可保育所（22，848か所、202万人）（19．41現在）  

（延長保育・休日夜間保育・特定保育）  

放課後  

児童クラブ  
6，685か所、74．9万人）  

（195．1現在）  

【17101現在）  児童館〔4716か師   

放課後子ども教室  
（18年産までは地域子ども教室推進  

事業、文部科学省）  

（8．318か所、参加子ども数2】109万人（  

幼 稚 園   

（文部科学省）  

（13，723か所、171万人）  
（1951現在）  

〔地域子育て支援〕  
地域の子育て支援事業  
・一時預かり事業（6727か所）  
トワイライトステイ事業（236箇所）  

ショートステイ事業（511箇所）  

地域子育て支援拠点（4．363か所）  
・ヲ官車りて・ノサ嘩Tトや㌢努㌣函即妙・j  

母子保健   

社会的養護  

乳幼児健診（（3ケ月）・1歳半・3歳）／母子保健指導  母子保健事業   妊婦健診  

社会的養護に関する事業（乳児院120箇所・児童養護施設559箇所等）  

経済的支援  

保育サービスの全体像  
時間軸：（早朝）  

【児書育成事業■  

児童育成事業  
（補助金）  

保険助成金  

補助金）－  

認可外保育施設   



「新待機児童ゼロ作戦」について（概要）  

目標t具体的施策  集中重点期間の対応  

働きながら子育てをしたいと  

願う国民が、その両立の難し  

さから、仕事を辞める、あるい  
は出産を断念するといったこと  

のないよう、  

当面、以下の取組を進めるとともに、集中  

重点期間における取組を推進するため、  

待機児童の多い地域に対する重点的な支  

援や認定こども園に対する支援などについ  

て夏頃を目途に検討  

○保育サービスの量的拡充と提供手   
段の多様化〔児童福祉法の改正〕  

保育所に加え、家庭的保育（保育ママ）、認  
定こども園、幼稚園の預かり保育、事業所内  
保育施設の充実   

○小学校就学後まで施策対象を拡   
大  

小学校就学後も引き続き放課後等の生活の  
場を確保  

○   

法の改正〕  

女性の就業率の高まりに応じて必要となる  
サービスの中長期的な需要を勘案し、その絶  
対量を計画的に拡大   

○子どもの健やかな育成等のため、   
サービスの質を確保  

希望するすべての人が子どもを預けて働くこ  

とができるためのサービスの受け皿を確保し、  

待機児童をゼロにする淵こ、今後3年間を  

集中重点期間とし、取組を進める」  

恩  
＜10年後の目標＞  

■保育サービス（3歳未満児）の提供割合20％  
→38％（※）  

【利用児童数100万人増（0～5歳）】  

・放課後児童クラブ（小学1年～3年）の  
提供割合19％→60％（※）  
【登録児童数145万人増】  

⇒この目棲実現のためには   

一定規模の財政投入が必要   

○働き方の見直しによる  

仕事と生活の調和の実現  

O「新たな次世代育成  

支援の枠組み」の構築  

の二つの取組を「車の両輪」と  

して進めていく。  

思  
希望するすべての人が安心  

して子どもを預けて働くことが  

できる社会を目指して   

保育施策を質・量ともに充  

実・強化するための「新待機  

児童ゼロ作戦」を展開  

税制改革の動向を踏まえつつ、  
「新たな次世代育成支援の枠組み」   

の構築について速やかに検討。  

（・‡・）「仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成19年12月：」   
における仕事と生活の調和した社会の実現に向けた各主体の取組   
を推進するための社会全体の目標について、取組が進んだ場合に  
10年後（2017年）に達成される7k準  

保育・放課後サービスの現状と潜在的ニーズとの差  
○ 我が国では、多くの女性が出産退職し、幼い末子を有する母の就業率は低く留まっているが、就業希望者は多い。  

（0～3歳：就業率31％＋就業希望者25％、4～6歳：就業率51％＋就業希望者20％、7～9歳：就業率62％＋就業希望者13％）  

O「新待機児童ゼロ作戦」では、これらの就業希望を実現するための抜本的なサービス基盤の拡充の必要性を提示  

▲
－
 
サ
ー
ビ
ス
利
用
率
 
 

※潜在的ニーズの量は、  
現在の児童人口にサー  
ビス利用率を乗じたもの  
であり、将来の児童数に  
より変動があり得る。  

0歳  2歳  3歳  5歳  小学校1年 ～ 小学校3年  

0歳   1歳   2歳   3歳   4歳   5歳   小1   小2   小3   

）  

（参考）  

児童数  
（2006年  

【保育所、放課後児童クラブ単価（円）】  

1了1250円  101．417円  101417円  49．417円  42417円  42．417円  10000円  10，000円  10000円   

）                   136833円  6丁000円  67000円  22000円  17－250円  17．250円  5000円   5000円  5000円  

単価（事業費ベース・月額）  

単価（公費負担ベース■月額  
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保育所待機児童の現状  

○平成19年4月1日現在の待機児童数は1万7，926人（4年連続で減少）  

○待機児童が多い地域の固定化   

・待機児童50人以上の特定市区町村（74市区町村）で待機児童総数の約70％を占める  

○低年齢児（0～2歳）の待機児童数が全体の約70％  

【保育所待機児童数と保育所定員の推移】   【保育所入所待機児童1万8千人の内訳】  

待機児童数と保育所定員の推移  
（万人）   

3．0  

2．5  

2，0  

1．5  

1．0  

0．5  

0．0   

（万人）   

215 3歳以上児  

210  

205  

200  
低年齢児  

（0～2歳児）  
195  

t90  

185  

3千人  2千人  
l  

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

l  

l  

l   

9千人  

（待機児童全体の  

約5割）  

4千人   

平成14年 平成15年 平成■16年 平成17年 平成18年 平成19年  
特定市区町村（74か所）  その村  

※特定市区町村の待機児童数は、全待機児童数のうち約7割。  
※低年齢児の待機児童数は、全待機児童数のうち約7割。  

放課後児童クラブの待機児童数等の推移  

○ 平成19年では、クラブ数は16，685か所、登録児童数は74万9，478人となっており、平成10年と比較する   
と、クラブ数は約7，000か所、児童数は約40万人の増となっている。また、クラブを利用できなかった児童数  
（待機児童数）は1万4，029人、平成14年の約2．4倍となっており、年々増力ロ傾向にある。  

（か所）  

24,000 

22，000   を 違クラブ数  

犯000   可卜児童数  

（人）  

749．478  
‾加〕   

704，9  

〆    654月23一′  ニーニノ  r＝   

593槻 〆ア  
595㌦J〆  t待機児童数  き車  

．．r一一●  
452乱〆㌦ 

◆一′‾‾  392，89紅〆  

14，000 348．543 355，176  

12，000  

10，000   

8，000   

6，000   

4，000  

1
■
 
 

璃
■
∃
】
欄
増
′
 
 

．
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1
 
 
 
∵
 
 

度
 
 

年
 
 

6
 
 

度
 
 

年
 
 

5
 
 

度
 
 

年
 
 

4
 
 

度
 
 

年
 
 

3
 
 

度
 
 

年
 
 

（
ノ
」
 
 

度
 
 

年
 
 

度
 
 

年
 
 

0
 
 

17年度18年度19年度  

ポ各年5月1日現在し育成環境課調）  
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子育て支塞関係事業 （現状と目標値）   

事業名   2004年度末時点  現状  2009年度目標値  
（2007年度交付決定ベース）  （「子ども・子育て応接プラン」）   

通常保育事業（保育所定員数）  
205万人  211万人  

（平成17年4月1日現在）  （平成19年4月1日現在）   
215万人   

延長保育事業   13，086か所  
（うち民間分8664箇所）   

9540か所（民間分のみ）   16，200か所   

夜間保育事業  
64か所  

（平成17年4月1日現在）   
72か所   140か所   

休日保育事業   607か所   875か所   2，200か所   

特定保育事業   24か所   927か所  9，500か所  
（一時預かり事業と合わせて）   

病児・病後時保育事業   496か所   735か所   1，500か所   

放課後児童クラブ   15，184か所  16，685か所  
（平成17年5月1日現在）  （平成19年5月1日現在）   

17，500か所   

生後4ケ月までの全戸訪問事業  
（こんにちは赤ちやん事業）  

1063市町村   全市町村  
（現在1795市町村）   

育児支援家庭訪問事業   96市町村   784市町村   全市町村  
（現在1795市町村）   

一時保育（一時預かり）事業   5，651か所   7213か所  9，500か所  
（一時預かり事業と合わせて）   

トワイライトステイ事業   134か所   
236か所  

（平成18年度実績）   
560か所   

ショートステイ事業   364か所   
511か所  

（平成18年度実績）   
870か所   

地域子育て拠点事業   2．936か所   4，409か所   6，000か所   

ファミリーサポートセンター   344か所   540か所   710か所   

3歳未満児における保育サービス利用率【都道府県別（H18年度）】  
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「保育所利用児童（3歳未満児）」福祉行政報告例【厚生労働省（平成18年4月1日現在）】  
「3歳未満人口」：平成17年国勢調査【総務省統計局（平成17年10月1日現在）】  



小学校1～3年生の児童数に占める放課後児童クラブ登録児童数の割合  

（都道府県別）  
400％「  

登録割合が上位5位の都道府県  
′′  上位5付を除く全国平均以上の都道府県  
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2．放課後児童クラブ登録児童数については、平成19年5月1日現在の人数（厚生労働省育成環境課調）  
3．割合については、児童数（小学校1～3年生）に対する登録児章数（小学校1～3年生）の割合。  

妊婦健診の公責助成の都道府県別実施状況  
（平成19年8月現在）  
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青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和島島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖  
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地域子育て支援拠点事業の都道府県別実施状況  

※乳幼児人口（0～4歳）1000人当たりの  

地域子育て支援拠点箇所数  
（平成19年度交付決定ベース）  

国
利
 
 

壁
璧
廿
へ
 
 

邸
成
型
機
 
 

猷
磐
厭
 
 

叫
†
卜
 
 

喋
椅
惑
 
 

喋
暫
唖
 
 

邸
据
埜
 
 

邸
匡
煙
 
 

咲
炭
価
 
 

吐
埜
剰
 
 

壁
三
腫
 
 

邸
雌
肇
 
 

q
一
∴
二
 
 

こ
一
｛
h
∵
．
、
、
 
 

軋
∃
匿
 
 

邸
璧
亜
 
 

ユ
・
、
Ⅲ
、
汗
 
 

猷
∃
轟
［
≠
 
 

咲
雌
根
 
 

軋
担
峨
 
 

藍
屋
ぺ
 
 

鞋
轟
條
 
 

猷
維
額
 
 

邸
佃
叫
 
 

邸
景
側
 
 

壁
匿
應
 
 

喋
咄
彗
 
 

空
卜
柵
け
 
 

咲
献
∃
 
 

咄
嫌
煙
 
 

邸
≡
腫
 
 

J
∴
．
匝
 
 

邸
架
凄
 
 

味
≡
拙
走
 
 

蒜
価
雁
 
 

咲
㈱
ト
 
 

叫
、
卜
‥
∵
 
 

郵
躍
鞍
 
 

猷
米
貨
 
 

咲
彗
楢
 
 

邸
雌
Ⅷ
什
 
 

十
‥
†
T
 
 
 

≠
一
・
一
小
ル
■
－
 
 

猷
聾
両
 
 

壁
叶
粥
 
 

邸
様
相
 
 

無
塵
ギ
 
 

※各都道府県の乳幼児人口（0～4歳）については平成17年国政調査による。  

※地域子育て支援拠点箇所数については、平成19年度交付決定ベース。  

保育の質を支える仕組み  

児童福祉施設最低基準  ○保育士の配置基準  

保育環境  
1：20  1：30  0歳児  1・2歳児  3歳児  4・5歳児  1：3  1：6  

（職員配置、施設設備等）  

○嘱託医、調理員の配置  

○乳児室、保育室、屋外遊戯場、調理室の設置   

保育士資格  

（指定保育士養成施設（2年以上）の卒業又は国家試験合格）  
［二互］  

保育所保育指針（本年3月に告示化の予定）  

（保育の目標、ねらい・内容、保育計画、健康・安全等）  

都道府県による監査  

第三者評価（保育内容・方法、保育所の運営管理等）  
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保育士等の給与額、年齢、勤続年数  

きまって支給する現金給与  
年 齢   

額  
勤続年数  

21．8万円   32．8歳   7．6年  

20．2万円   43．6歳   4．4年  

31．8万円   36．2歳   7．1年  

21．9万円   30．6歳   6．7年  

33．1万円   41．0歳   12．0年   

ホームヘルパー  

看護師  

幼稚園教諭  

全産業平均  

出典：平成18年賃金構造基本統計調査  

※職種別の調査であり、保育士については保育所に勤務している者だけではない  

※きまって支給する現金給与額は、6月分として支給された現金給与額で、所得税、社会保険料などを控   
除する前の額  

14  

各国の児童・家族関係社会支出の対GDP比の比較（2003年）  

5％  

3
 
 

3
 
 

0％   

フランス  スウェーデン  ス
 
 

■
一
ノ
 
 

単
 
イ
 
 

アメリカ  イタリア  

闇  
「
ノ
 
 
 

％
 
％
 
 

1
 
3
 
 

9
 
9
 
 

6
6
 
 

「
】
L
丹
し
 
 
 

「
、
】
．
．
■
ノ
 
 
 

％
 
％
 
 

2
 
8
 
 

0
 
5
 
 

6
6
 
 

′
√
l
用
し
 
 

「
■
l
ノ
 
 
 

％
 
％
 
 

0
 
1
 
 

7
 
1
 
 

4
 
5
 
 

「
■
L
用
し
 
 
 

「
1
」
ノ
 
 
 

％
 
％
 
 

3
 
7
 
 

3
 
0
0
 
 

5
 
5
 
 

「
L
持
し
 
 
 

「
．
■
ノ
 
 
 

％
 
％
 
 

3
 
2
 
 

0
0
 
3
 
 

5
6
 
 

′
′
∫
1
㌦
ハ
し
 
 
 

「
、
■
．
」
ノ
 
 
 

％
 
％
 
 

8
 
3
 
 

1
 
8
 
3
3
 
 

′
r
L
用
し
 
 
 

「
－
」
肘
」
ノ
 
 
％
 
％
 
 

3
 
0
U
 
 

6
 
6
 
 
 

3
 
4
 
 

′
′
l
L
■
座
し
 
 

（資料）OECD二SoclalExpendEtureDatabase2007（日本のGDPについては内閣府経済社会総合研究所「国民経済計算（長期時系列）」による。  15   



各国の社会支出全体に占める児童・家族関係社会支出の割合  

00ECD基準による児童・家族分野への00ECD基準による社会支出のうち、児 ○備考   

社会支出の対GDP比（2003年）  

〔児童・家族関係の給付の国民経済全体に対する割合〕  

00％ 1．0％  二20％  3．0％  40％  

童・家族分野への支出割合（2003  

社会支出全  国民負担率  
休の対  《潜在的国  

〕％  GDP比   民負担率〉  
（2003年）  （2003年）  

日本   18．6％   
36．3％  

《46．8％》  

アメリカ  16．6％   
31．8％  

〈38．3％》  

58．3％  
イダノア  26．0％   《63，2％》  

ドイツ   28．4％   
53．3％  

《58．7％》  

％  
47．0％  

《51．1％》  

フランス   
60．2％  

29．1％   《65．8％》  

0  
69．1％  

デン  《69．3％》   スウェー  31．9％  

〔児童・家族関係の給付の社会保障関連給付  
全体に対する割合〕  

00％   5′0％  100％  

4．21％  

4．99％  

7．08％  

イギリス  イギリス  

フランス  フランス  

％ スウェーデン  スウェーデン  

（注）児童・家族関係の給付とは、出産や育児に伴う給付、児童養育家庭に対する給付（児童手当等）、保育関係給付、支援の必要な児童の  
保護に要する費用、就学前教育費など   

資料：OECD“SocialExpenditureDatabase2007”（日本のGDPについては内閣府経済社会総合研究所「平成17年度国民経済計算確報」による0）16  

神代育成支援に関する給付・サービス（児童・家族関係社会支出）の  

日 本   

2003年度（日本は2007年度予算ベース）  

スウェーーデン  ドイツ  フランス  
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仕事と生活の調和と希望する結婚や出産・子育ての実現を支える  

ストの推計（「子どもと家族を応援する日本」重点戦略より）  

推計追加所要額1．5～2．4兆円  

（Ⅰ約1兆800億円～2兆円 Ⅱ2，600億円 Ⅲ1，800億円）  

Ⅰ親の就労と子どもの育成の両立を支える支援  

関連社会支出額（19年度推計）約1兆3，100億円 ＋き 追加的に必要となる社会的コスト ＋1兆800億円～2兆円  

○未就学児のいる就業希望の親を育児休業制度と保育制度で切れ目なく支援（特に3歳未満の時期）  

・第1子出産前後の継続就業率の上昇（現在38％→55％）に対応した育児休業取得の増加  

・0～3歳児の母の就業率の上昇（現在31％→56％）に対応した保育サービスの充実（3歳未満児のカバー率20％→38％、年間5日   

の病児・病後児保育利用）  

・スウェーデン並みに女性の就業率（80％）、保育（3歳未満児）のカバー率（44％）が上昇、育児休業や保育の給付水準を充実した   

場合も推計  

○学齢期の子を持つ就業希望の親を放課後児童クラブで支援  
・放課後児童クラブの利用率の上昇（現在小1～3年生の19．0％→60％）   

Ⅱ すべての子どもの健やかな育成を支える対個人給付・サービス  

関連社会支出額（19年度推計）約2兆5，700億円 ＋＞ 追加的に必要となる社会的コスト ＋乙600億円  

○働いているいないにかかわらず一定の一時預かりサービスの利用を支援  

・未就学児について月20時間（保育所利用家庭には月10時間）の一時預かり利用に対して助成   

Ⅲ すべての子どもの健やかな育成の基盤となる地域の取組  

関連社会支出額（19年度推計）約4，500億円  ＋＞ 追加的に必要となる社会的コスト ＋1，800億円  

○地域の子育て基盤となる取組の面的な推進   

・望ましい受診回数（14回）を確保するための妊婦健診の支援の充実・全市町村で生後4か月までの全戸訪問が実施  

・全小学校区に面的に地域子育て支援拠点が整備・全小学校区で放課後子ども教室が実施（「放課後子どもプラン」）  
盲8  

※「仕事と生活の調和推進のための行動指針」において、取組が進んだ場合に達成される水準として設定される10年後   

の数値目標と整合をとって試算している。  

※これは、現行の給付・サービス単価（利用者負担分を含まない）をベースにした試算であり、質の向上、事業実施主体   

の運営モデル・採算ベース、保育所や幼稚園の保育料等利用者負担などの関係者の費用負担のあり方等については   

勘案していない。  

※児童虐待対応、社会的養護や障害児へのサービスなど、特別な支援を必要とする子どもたちに対するサービスの費   

用の変化に関しては、この推計には含まれていない。  

※これは、毎年ランニングコストとして恒常的に必要となる額を推計したものであるが、これらのサービス提供のためには、   

この恒常的な費用のほかに、別途施設整備や人材育成等に関してのコストを要する。  

※現在の児童数、出生数をベースにした推計であり、この費用は児童数、出生数の増減により変化する。なお、3歳未満   

児数でみると、平成19年中位推計では現在と比べて10年後で8割弱、20年後で約3分の2の規模に減少するが、国民   

の結婚や出産に関する希望を反映した試算では10年後で95％、20年後でも93％の規模を維持する。   

19  



次世代育成支援に関する給付・サービスの責用構成  

○平成19年度児童・家族関係社会支出（予算ベースの推計値4兆3，300億円）に関して、国、地方公共団   

体、事業主（保険料事業主負担及び拠出金）、被保険者本人（保険料）に分けて、費用負担の状況を推   

計したもの。  

20  

現状の主な次世代育成支援施策に関する費用負担と考え方  
制度区分・  

給付サービス名   
費用負担   現行の責用負担の考え方   

育児休業給付   ・雇用保険の保険事故（失業や失業に準ずる雇用継続が困難な  

元、、【国1／8  
状態）は、出動 及び 業主の双 の共亘連帯により対処すべき  

莞 事項であることから、労使折半により負担。  
∵…．慧、（慧莞篭諾ミ旦の那 ノ／束の現の55％（暫定措置）      ・また、保険事故である失業が政府の経渡二屋  策とも無．で蛙  

なく、その責任の一端を担うべきであることから、二部皇国直見塾。  
（育児休業給付については、それに準じた取扱い）   

保育所   
［亘亘］  

・児童逼社旗設最低基準（※憲法第25条の「健康で文化的な最低限度の  

市 【市10／10】  生活」を保障するものとして制定）を維持するための曹用の裏付けをすること  
により、児童に対する仝塑重度を果たそうとするもの。  

：国 ・なお、公立保育所については、地方自治体が自らその昔任に づ主ユて設  
1′4、市1′4】  畳していることにかんがみ、平成16年度から一般財源化。   

児童手当   被用者（3歳未満）】】被用者（3歳以上）【   ・我が国の将来を担う児章の健全育成の観点から、国が一定の負担。  
且  

鶉 県  集、市  市 国   ・地域住民の福祉増准にも密接につながるため、地主もー定の負担。  
常   ・児童の健全育成・資質向上を通じて、将塞の 働力確保につなが  

、 ることから、被用者に対する支給分につし1て、裏芸主もー定の負軌  

毘塁主笠ご【国・県商計′3】     l公務員 r ト 非被用至（自営等）【  ※ 上記の考え方を基本とした上で、平成12年・16年・18年の改正により支給対象とされた  
虎住庁   市匠  分（3歳以上り二ついては、所得税の人的控除の見直し等により財源が賄われた経緯から、  

斗  事業主の負担を求めていない二   

【所属庁10／10】 【国・県・市各1／3】  

児童育成事業   牟   ・地毯住民嬰福迦に密接につながることにより、地方もー定の負担。   

（放課後児童クラブ■病児病後児  ・規在及び将来の労働力確保の観点から、室墓主もー定の負担。   
保育・一時預かり・地域子育て  県  
支援拠点等）   

次世代育成支援対策交   【国1／2 市1／2】   ・逸坦佳育  苗京、腹逢温こ づく措置聖経進の一環として、   
付金（延長保育■全戸訪問  市   国   国の負担による補助を行うもの。   
事業・ファミリーサポートセン  

タ一事業等）  

※便宜上、都道府県は「県」と、市町村は「市」と表音己  



Ⅲ（すべての子育て；   

甫  
箋   

十∵   

帯 曾  

硝確 
柚 

柑   

匪 担   d ゝ締  

B  

珊 

l  

H  

tこ 裏芸   

くし⊃  
≡… 

7＝ 孟宗 コ  □   

場 
諷 
軸 

抑 

l   

てこ 

暑呈  

′‾ヽ   ′‾ヽ  
（  

Ⅶ   慧 

酢  ∴   

Ⅱ・了すべこの子育て家庭を貢  
克る給付〕  

Il二仕事と子育ての両立を支える袷付：）  

n  報妻  
闘  －：・●≠≦・弓  さ面     ■」コ」よ－→ 奏 薄   離  

■・」  岸            ：丁一■・ 揮唯こ二  ；′嘗 鞄潮 莞薄 ‡】三■： 沸しJ  劉1  ；：詠  ；博 ；；諦   夏雲 l）こて】l  蒜加     和   茹 ＋1    榔 ≠  静 」⊥■」    堅  崩：面 沸●  嵩榊 嘉Ⅱり 議・i斡二口    素麺   持古     †  湘  囲頭  ・二‡■丁  蛙 【  写    害 葡  営ヨl  下ユ；市ト」苛 こ皿叶 ○へ   ∈⊃笥 苗√へ  「．．寄 謂 寸」ヨ：   ヰ 弐 n  rl 柵  献 却 南    、±    田 ≠  蓋蛋  偶＝．． 闘  桁芦 耳巳  滑障 遥巳   L斗 璧・i     臼   u  覇 智 証丁  ミ詳 亘∃  手筈玩 ）J、－‘「U し∋ 再i こゝ    子宝し ナ」軍； し⊇ 嶋l 苧  Ⅴ、」l ㍉＼⊥ Ⅳ ンJ L ‖  耕  讐蒜 打  撃已 打 幻  l咋 i． 打 J」  ニr′ヽ ・J」※ ニー一こ  】呼 〉′ Ⅳ ニナJ  L＝・・≧ 「て ン】  n  
冒  ∴  H  

l       トJ ー」  墓室■  
l   王墓 堅  

”  

ロ     Lコ 望  
≡  弓    呂  

卜J  】  
u ‘⊇  旧   【】  

H H   u  i∴  
岸  

崇（J  くJ  ヨ 
呈 

卜J  ・⊥＞  
L⊃  

トJ  

闇董  ピ  蘭  日  ト  
l  

．＿  

∈■  彗主  亡l⊃ 良  
l   

Lしニ  

同 ⊂⊃   
⊂・  套一 彗妄  ≒  ・二⊃  

呈宗  
．一  

妄  ロ   l  l   

【  
二B   

貞個 

1 
宗一  

1－ 
丁二・    （＝⊃ 同  口   

壷≡  亡Jl ⊂＞  同   藷洲i 

て l＝〉  ⊂⊃   亡ロ   二≡，十二  む⊃ ⊂⊃  二三十   庫 

亡J  三二㌻二十   

□  1  ′‾ヽ 警l  □  浩1  慧l  ′‾ヽ 警l  ′ヽ 警l  J▲ 円  円 凹   轟拇 喜舗遜   

※
」
）
持
匪
諦
珊
認
（
同
和
諦
抑
だ
）
「
捏
－
藩
翌
穎
詩
仙
ぎ
「
l
T
か
汁
声
置
匝
藻
確
S
糎
専
一
〓
丸
か
嵩
半
貯
（
 
 

霜
鳥
）
対
価
詔
動
転
料
率
〓
遜
ヰ
か
帯
耳
・
ヰ
ー
［
バ
ロ
J
〓
ゴ
｛
▼
砺
拙
袖
可
〓
J
T
H
再
固
持
嬰
、
ノ
バ
彗
遮
咄
妙
陛
源
3
桝
磯
冊
 
 

用
き
バ
「
ノ
か
壊
．
｛
S
雇
＄
ヰ
一
花
リ
ー
〓
J
r
′
｛
「
㌣
界
瑠
聞
き
伊
ぎ
バ
〓
ぎ
．
√
 
 

※
讐
u
↓
川
」
－
ヰ
議
－
丁
・
門
ヽ
Y
⊥
〓
J
㌻
｛
よ
∴
七
－
誉
芸
孟
衰
潮
岬
弊
完
忘
養
幅
貼
宣
誓
品
芸
蔓
意
「
〓
嘉
か
相
通
鶴
 
 
 

対
置
諸
州
臨
朴
蒲
普
請
け
耳
浄
S
き
沖
什
眈
ぎ
バ
顎
．
「
ヰ
ト
q
ン
彗
遜
空
≠
口
蔀
か
抽
華
汁
恥
斗
軍
〓
華
率
坤
軒
厚
 
 

や
芸
聖
霊
蒜
5
柱
塑
警
讐
T
よ
謹
萄
手
筈
㌫
宇
望
完
工
富
妄
言
症
蝉
賢
哲
品
品
扁
昏
空
讐
忠
志
て
≡
害
 
 
 

「
．
1
．
汀
か
高
等
軍
曹
声
持
柚
浮
島
小
言
ナ
芋
汁
南
部
試
」
′
彗
詔
甥
拇
遍
僻
匝
声
 
 

労
畦
詩
珊
熟
糾
薙
〔
召
ゃ
か
巾
村
帯
耳
・
ヰ
一
代
刃
3
 
 

帯
耳
抑
日
脚
芯
塑
砂
亘
竺
遜
軸
妙
直
 
 

義
斎
．
函
革
）
 
 

耳
こ
け
〔
匿
二
凸
【
日
オ
望
ヒ
〔
個
体
d
白
布
如
r
「
．
↓
〓
小
 
 

各制度の費用負担の現状（彰  
一事業主負担の考え方－  

○ 医療・年金・介護等の各制度の考え方を見ると、おおむね①給付が直接・間接に事業主の利益につながる  
こと、②事業主の社会的責任等の観点から、事業主負担を求めている。  
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各制度の費用負担の現状②  
一市町村に対する財政支援の状況－  

○ 市町村が主たる実施主体である各制度において、市町村の一般財源以外の財源（特定財源）による  

財政支援が行われている。  

制 度   市町村の一般財源以外の財源（特定財源）が占める割合   

保育所   私立＝・75％【市町村負担25％】 公立・・・0％【市町村負担100％】   

児童育成事業   66％【市町村負担33％、事業主負担33％、都道府県負担33％】   

次世代育成支援対策交付金事業   50％【市町村負担50％、国庫負担50％】   

100％【市町村負担0％、保険料50％、国庫負担43％、都道府県負担7％】  
国民健康保険  （※医療給付費から前期高齢者交付金を疎いた矧こ占める割合の概観。詳細にみると、保険財政安定のため、国・都道府  

県・市町村はさらに公費負担を行っている）   

87．5％【市町村負担12．5％、保険料50％、国庫負担25％、都道府県負担12．5％】  

介護保険  （篭居宅給付費の場合∴施設等給付費の場合は、同庫負担が20％、都道府県負担が17．5％）   

75％【市町村負担25％、国庫負担50％、都道府県負担25％】  

障害者自立支援法  
（障害福祉サービス費等）  
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次世代育成支援に関する利用者負担の現状  

（保育所の場合）  

○ 次世代育成支援に関する各サービスの利用者負担は、国の基準等を参考として、各市町村又は実施機関  
において定めるものとなっており、制度上、全国統一的に定まっているわけでない。   

○ 保育所について、国の基準等から推計した利用者負担額を見てみると、以下のとおり。  

【保育所】（1人当たり月額）  

年齢区分   費用総額   保護者負担額   公責負担額   利用者負担：公費負担   

0歳児   17．3万円   3，5万円   13．8万円   2：8   

1・2歳児   10．3万円   3．5万円   6．8万円   3：7   

3歳児   5万円   2．8万円   2．2万円   6：4   

4歳以上児   4．3万円   2，6万円   1．7万円   6：4   

【保育所】（総板）  

費用総額   保護者負担額   公費負担額   利用者負担：公費負担   

1兆7800億円   7600億円   1兆200億円   4 ニ 6   

※平成20年度保育所運営費負担金予算（案）額を基に算出  
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社会保険による次世代育成支援に関する主な議論  

○ 次世代育成支援関連の給付を、社会保険の対象とし、妊娠・出産・子育てを給付原因となる保険事故と  

する場合、以下のような議論（利点・課題等）がある。  

【社会保険による場合の利点等】  

○ 社会全体、幅広い層の国民で費用を負担できる。  

○ 負担と給付の関係が見えやすく、給付の増大に対応   

した負担増について合意が比較的得やすい。  

○ 所得水準に応じたきめ細かい負担の設定が可能。  

○ 所得水準に応じた給付が可能。（ex育児休業給付）  

【社会保険による場合の課題等】   

○ 出産・子育ては、親の選択・裁量によるものであり、  

いわゆる「保険事故」としてなじまないのではないか。   

○ 子を持つ意思のない者や、高齢者など、給付を   

受ける可能性がない又は低い者も多数存在し、  

そうした着から保険料として負担を求めることに妥当性  

や納得性があるかどうか。   

○ 我が国の社会保険制度は、負担を行わない者に対   

して、一定の給付制限を行うのが一般的であるが、  

次世代育成支援においては、親の未納に対して子に  

不利益が及ぶ点をどう考えるか。   

○ 保険料徴収に関する課題  

※「保険事故」・・・生活のための所得を減少もしくは喪失させる事故、またはその所得をもってしては賄いきれないような失費を発生させる事故であ  
り、その発生が保険給付を行う原因となるもの。その発生が偶然であるユ（発生の可能性は推察されるが、その発生の態様あるいは発生の時期  
について予選Lしえなと）モ．のである三とを必要とする。）。   
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フランスの全国家族手当金庫による家族政策の流れ  
（社会保険以外の社会連携による次世代育成支援の例）  

l＋  

保育所利用の仕組み  

対象及び手続き  

対象：0歳から就学前の保育に欠ける児童  
【認可保育所】＜認可は都道府県等が行う＞   

○保育時間：原則8時間   

○児童福祉施設最低基準の遵守   

○通常保育以外に延長保育、休日保育、夜間保育等   
を行う保育所もある。   
O「保育所保育指針」に基づき、児童の発達に応じた   
保育を提供  

保育の実施  

【利用者】   

公立で実施又は民間委託  

保育責用（運営費）の支払  

希望の保育所の申込  

保育料の支払  

【市町村】＜保育の実施責任あり＞   

O「保育に欠ける」という要件の認定を行う。   

○希望が保育所の入所受入れ枠を上回る場合   

には、公平な方法で選考。  

ヱ9   
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多様な主体の参画・協働による子育て支援事例  
0多様な主体の参画▲協働による取組としては、計函・施策の企画立案・点検・騨儒への子育て団体等の参囲、行政から団体への事業   

委託、鑓体儀への助成など、多様な形があり得るが、協●による事兼実施としては、以下のような取組例もある。  

取組事例  みえ次世代育成応援企業等マッチングシステム（三重県）   
父親の子育て参加促進事業（埼玉県）  

（「お父さん応援講座」の実施）   

多くの父親にとって身近な場所である職場において同僚ととも  
「みえ次世代育成応援ネットワーク（インターネット上の情報  

交換等のネットワークニ平成18年6月～）」会員企業一団体を に 
取組の概要     中心、企業から使わなくなった備品や事務用品を提供してもら い 

、子育て支援団体に斡旋したり、場所の貸出や人材の紹介等、  
会員間で物とサービスのやりとりをネット上で行うシステム。  
（平成19年9月から実施）  

企業等→県に申込→県が実施主体（NPO法人）と調整  
→NPO法人が企業等に出向いて講座を実施   

○あるクラフトメーカーが製品とならない素材（紙）を保育園へ  
取組のきっかけ    提供し活用していた事例があり、その動きが子育て支援セン  ○父親の子育て参加を促進する事業の実施にあたり、事業案に  

ターや他の保育園へと広がっていったことがきっかけとなっ  
た。   

○受講の募集・広報、企業等からの申込受付、委託事業者との  
○ネットワークの運営管理、事業の広報、企業・団体等への働き   調整  

行 政         かけ   ○講座実施経費（講師人件費、教材費等）の負担  
関  ○県職員を対象とした講座の先行実施  
わ  
り  

○講座実施の企画、受講者の募集  

方  ○講座の中で自社の育児との両立支援制度の説明を併せて実施  

NPO法人等  ○サービスの提供（子育て支援団休による、イベント等での子ど  ○講座プログラムの開発、プログラムを実施する人材の養成、    ン   
もダスの披露や出前子育て相談の実施など）   企業等との打合せ、講座の実施   

○約600企業・団体が参画  
実  績    ○マッチング実績（平成19年9月～2月）  ○民間事業者4社十県庁   

・事務用品を中心に24件、サービスについては未把握  

○企業・事業所で実施することにより、仕事に忙しい父親も参加  
○中小企業にも取り組みやすい地域貢献の仕組みを作ることで、   でき、父親の子育てへの参加意識を高め、職場でのワークライ  

効  果  地元企業と子育て支援団体の交流が生まれた。   フバランスを進めることができた。  
○実施企業からは継続して開催する方向で検討中との声もある。   

○事業のさらなる周知  
○県内の子育てサークルやNPO法人には、インターネットに  

今後の方向性     つながる環境が整っていないところも多く、紙ベースでの広  あまり高くないのが現状。事業のさらなる広報とあわせ、県庁  

報や対応が重要。  
職員が企業を直接訪問して、事業のPRを進めていくなど地道  

○提供企業の開拓（具体的に提供する物やサービスの確保）   な取組が重要。   
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取組事例  子育て総合支援センター事業（徳島県）   子育てネットの運営・マップづくり（三厩市）   

徳島県子育て総合支援センター“みらい”（平成18年11月  
に徳島県男女共同参画交流センター内に開設）では、子育て関係  

取組の概要     組織等の取り組みを総合的にコーディネートするとともに、関係  
でかけマップ」（乳幼児の保護者を対象にした市内まちあるき  

機関等の連携推進や人材育成、子育て支援情報の集積■発信、相 談事業の実施等 
、地域における子育て支援活動を積極的に支援   

○子育て家庭の支援に向けて、市町村・NPO・子育てサークル  ○第3セクターである（株）まちづくり三鷹を設立し、地域振興  
取組のきっかけ         等の組織が活動を展開する中、さらなる利便性と相互の連携  を進めてきた中で、子育て中のママが活動母体となっているN  

強化を図ることにより、地域の子育て機能の総合力を高め、   PO法人と関わりを持ったこと。より市民に近いところで運営  
次世代育成支援を推進することを目的に開設   をすることが、市民との距離感を縮めるとの思い。   

（市町村）○子育て支援機関等連携推進会議への参画や情報提供  
（県）○子育て支援機関等連携推進会議の開催   ○掲載コンテンツの決定  

行 政  ○情報集積・発信   ○ネットを通じて寄せられた質問に対する回答等  
○地域の子育て支援に関わる人材活用や養成事業の実施  

関  ○子育て支援活動者に向けた相談事実の実施   
わ  
リ  ○児童養護施設や保育所を運営する社会福祉法人が子育て支援  
方  ○サイト全般の管理運営  

○企業と連携した子育て支援の取り組みが今後の課題である。  

○子育て支援機関等連携推進会諸に参画し、活動紹介や提案を 行う 
NPO法人等   。  

○子育てサークル等に出向き活動支援（子育て応援の匠派遣事業）   
○マップの取材、編集   

○子育て支援機関等連携推進会議を県域4ブロックで開催  
○ニュースレターの発行○医師等の有資格者や子育て支援活動の  

実  績     実践者を「子育て応援の匠」として登録・派遣する。○ボラン  ○子育てネットの年間アクセス数約450，000件  
ティア養成講座の開催や養成講座修了者の登録○子育てサークル  
支援研修を実施○相談事菓の実施○研修室や託児室等の設備を有  
する男女共間参画交流センターの特性を活かした共催事業の実施   

○コンテンツについては、母親の視点でまとめたものや母親同  
○子育て支援機関の連携推進  士、双方向で得られる情報等を中心にまとめられており、特  

効  果          ○子育て支援活動者の情報交流   に子育てネットは、24時間いつでも欲しい情報にアクセスで  
○人材育成   き、実用性が高いとの評価を受けている。  

URLhtt：P：／／www．kosodate．mit：aka．ne．iD／   
○事業のPR等を進め、子育て支援関係者のセンター事業活用の  ○情報提供のみならず、保育士など専門家が地域（住民協議会が  
拡大を図る。   管理するコミュニティセンター）に出向き、出前型の親子ひろ  

今後の方向性               ○さまざまな子育て支援活動のネットワークづくりや支援事業を  ば事業を展開することや、協働センターを中心に、子育てNP  
進め、地域での子育て支援活動がより広がりをもち、充実した  ○との定期的な情報交換会を実施するなど、協働の展開をさら  
ものとなるようコーディネート、支援を行っていく。   に進めている。   

社会的養護の現状について  

資料：福祉行政報告例［平成18年度末現在］  

乳児院   児土嚢護施設   情緒障害児   児童自立支援   自立棲肋  

短期治撥施設   施設   ホーム   

乳児（保健上、安定し  保護者のない児童、虐  軽度の情緒障害を有  不良行為をなし、又  義務教育を終了した  
封書児暮             た生活環境の確保そ  待されている児童その  する児童   はなすおそれのある  児童であって、児童  

の他の理由により特  他環境上養護を要する  児童及び家庭環境そ  養護施設等を退所し  
に必要のある場合に  児童（安定した生活環  の他の環境上の理由  た児童等  
は、幼児を含む。）   境の確保その他の理  により生活指導等を  

由により特に必要のあ  要する児童   
る場合には、乳児を含  

む。）  

施設数   ‘】20か所   559か所   31か所   58か所   46か所   

（公立・私立）  （15か所・105か所）  （53か所・506か所）   （12か所・19か所）   （56か所・2か所）   

児暮定見   3，707人   33，561人   1，486人   4，101人   336人  

児童現員   3，143人   30，764人   1，131人   1，836人   236人   

資料：社会福祉施設等調査報告［平成18年10月1日現在】  

自立援助ホームは連絡協議会調［平成19年12月1日現在］  

（12月1日現在協議会に加入しているホームについて）  
小規模クループケア   357カ所   

地域小親機児童宅凄縮儲   146カ所  

資料：小規模グループケア、地域小規模児童養護施設は家庭福祉課調［平成19年度］  
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社会的養護体制の整備状況と自治体間格差  

→ 施設の入所率は増加する傾向にある  

入所率の推移  

入所率   

％  

ヰ00   

、i！〕0  

5  6  7  8  9 10 1112 13 14 15  

69 5 68 8 68 5 71 5 72 6 74 9 75 9 77 1 79 5 81 2 77 4 

77・878・378・479・580・482・884・385・588・089・3 

65．970．072．774．776．581．678．880．376．278．0 

40・939・338・338．839．941．241．340．942．639．4 

年度  

十・一乳児院  

・児葦養護埠設   

情緒嘩軍児桓期治療施設   

児童自立支援施設  

※社会福祉施設等調査報告  

実 現 し た 社 会 の 姿  緊 要 性  

国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を  

果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期  

といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会  【仕事と生活の間で  

問題を抱える人の増加】  

○正社員以外の働き方の増加  

→ 経済的に自立できない層  

○長時間労働  

→「心身の疲労」「家族の団ら  

んを持てない層」  

○働き方の選択肢の制約  

→ 仕事と子育ての両立の難しさ  

①就労による経済的自立が可能な社会   

経済的自立を必要とする者とりわけ若者が  

いきいきと働くことができ、かつ、経済的に自  
立可能な働き方ができ、結婚や子育てに関  
する希望の実現などに向けて、暮らしの経済  
的基盤が確保できる。  

《行動指針に掲げる目標（代表例）》  

○就業率（壇）、③にも関連）  

＜女性（25～44才）＞   

現状64．9％→2017年69～72％  
＜高齢者（60～64才）＞   

現状52．6％→2017年60～61％  
○フリーターの数   
現状187万人→2017年144．7万人以下  

②健康で豊かな生活のための時間が確保   

できる社会   

働〈人々の健康が保持され、家族や友人な   

どとの充実した時間、自己啓発や地域活動   
への参加のための時間などを持てる豊かな   

生活ができる。  

《行動指針に掲げる目標（代表例）》  

○過労働時間60時間以上の雇用者の割合  
現状10．8％→2017年半減  

○年次有給休暇取得率  
現状466％→2017年完全取得  

t⊇こコア  

【少子化や労働力の確保が  

社会全体の課題に】  

○結婚や子育てに関する人々の   

希望を実現しにくいものにし、急   

速な少子化の要因に  

○働き方の選択肢が限られていて   

多様な人材を活かすことができ   
ない  

③多様な働き方・生き方が選択できる社会  

性や年齢などにかかわらず、誰もが自らの意  

欲と能力を持って様々な働き方や生き方に挑  
戦できる機会が提供されており、子育てや親  
の介護が必要な時期など個人の置かれた状  

況に応じて多様で柔軟な働き方が選択でき、  
しかも公正な処遇が確保されている。  

《行動指針に掲げる目標（代表例）》  

○第1子出産前後の女性の継続就業率  
現状38．0％→2017年55％  

○育児休業取得率  
（女性）現状72．3％→2017年80％  
（男性）現状0．50％→2017年10％  

○男性の育児・家事時間（6歳未満児のいる家庭）  

現状60分／日→2017年2．5時間／日   


